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ITは、新たな潮流へ。  

未知なる大陸を求めて、大海へ漕ぎ出した、 

かつての偉人たちのように・・・。 

私たちシーイーシーは、その熱きスピリットを胸に、 

独立系のトータルソリューションプロバイダーとして 

お客様とともに、来るべき情報大革命時代の荒波を越え、 

IT化社会のトップランナーを目指し、 

邁進してまいります。 

｢21世紀の大航海｣ 
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企業理念

情報技術を活用してお客様の経営課題の解決を図り競
争優位を築くことでお客様に貢献、信頼されるITサー
ビス・パートナーとして、お客様とともに成長してい
くTotal Solution Providerとなります。

経営の
基本方針

「個性あるサービスを的確・確実に安く提供する」
お客様に対する創造的な提案型営業活動｢創注活動｣
を推進し、企業価値の増大と長期的な成長と発展が
できる企業構造の確立に取り組んでおります。

この冊子においては、将来の見通しに関する記述が様々な表現でなされています。その見通しは社会の変化や不確実性に左右
され、実際の結果が異なることも考えられます。これらの将来に関する記述に過度に依存なさらないようお願いいたします。
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株主の皆様へ
株主の皆様におかれましては、ますますご清祥のこととお慶び申しあ
げます。平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
第36期（平成15年2月1日から平成16年1月31日まで）の事業報告書
をお届けするにあたり、ご挨拶申しあげます。
当社は、これまで培ってきたITサービス事業の実績と技術をもとに、
トータルソリューションプロバイダーとして、お客様の経営課題の解決
に向けて創造的に考え提案する「創注活動」を経営の基本方針に掲げ、事
業活動を展開しております。
当期におきましては、昨年4月に本社事務所を渋谷区恵比寿に移転し、
より迅速なサービスと密着したサポートをお客様に提供するとともに、
8月には上海に創注（上海）信息技術有限公司を設立、中国市場の拠点と
して活動を開始いたしました。
しかしながら、情報サービス業界はマイナス成長傾向が続いた厳しい
環境下にあり、当社の業績におきましても、連結売上高は408億8千2
百万円、前期比4億7千6百万円（1.2%）の減となり、連結経常利益は25
億4千万円、前期比13億5千5百万円（34.8%）の減となりました。連結
当期純利益につきましては、厚生年金基金代行返上に係る特別利益を計
上したことにより、22億6千9百万円、前期比1億1千6百万円（5.4%）
の増とすることができました。
当期の配当金につきましては、株主の皆様のご支援に報いるため、1
株につき10円（中間配当金を含めた配当金は、年間20円）とさせてい
ただきました。
日本経済は長きに亘る景気低迷からようやく立ち直りつつありますが、
ユーザー企業の情報化投資を見る目は、ますます厳しくなってきており、
当業界における経営環境の好転には、未だ時間を要するものと思われま
す。当社は、この厳しい状況を飛躍のチャンスととらえ、より一層の経
営改革を推し進め、お客様に「個性あるサービスを的確・確実に安く提供
する」ことをスローガンに、業績回復に向けて邁進してまいります。
株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援・ご鞭撻を賜り
ますようよろしくお願い申しあげます。

代表取締役会長 代表取締役社長
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事業構造改革を強力に推進、ユビキタス

ITサービス業界は、企業のIT投資制御とサービス価格のグ

ローバル化の荒波を受けて、生き残りをかけた競争時代を迎

えています。

当社は、こうした厳しいマーケット環境を独立系のトータ

ルソリューションプロバイダーとして、ビジネスを拡大する

ビッグチャンスととらえ、「個性あるサービス」を創造する

マーケティング部門を新設しました。また、サービスを「的

確・確実に安く提供する」ためPM（プロジェクトマネジメ

ント）強化本部を設置し、プロジェクト監査及びQCD（品

質、コスト、納期）の厳守による大きな失敗の撲滅に取り組

んでいます。

これまで培ってきた当社の強みを生かしつつ、ビジネスの

位置付けを明確に4つのモデルに集約し、専門特化すること

でさらに強みを発揮できるよう事業構造改革に取り組んでい

ます。

1. ビジネスモデルA

大企業や大手ITベンダーからのシステム開発の一括受

託に特化したビジネスモデルです。先端の開発技術、標準

化による生産効率、オフショア開発によるコスト低減、金

融・流通・製造等の業務ノウハウを武器にして、事業を拡

大しています。

2. ビジネスモデルB

中堅・中小顧客を対象に、業務ソリューション

「WonderWeb」シリーズを武器にソリューションビジネ

スを展開するビジネスモデルです。CRM/SFA、EC、

EDI等の共通ソリューションと建設、外商、ホテル等の業

績・業務ソリューションをモジュールベースで提供するこ

とにより、顧客個々の独自性の取り込みと短納期・高品質

という相反するニーズに応えることで高度な顧客満足を創

出しつつ、事業を拡大しています。

3. ビジネスモデルC

アプリケーション主体のビジネスモデルA、BをITイン

フラの構築、システム運用等で支援するビジネスモデルで

す。日本で7番目にISMS認証を取得したセキュアなIDC

（インターネットデータセンター）を活用したハウジング、

リモート監視、システム運用等へのセンターサービスを中

心に、お客様の手足としてノウハウを提供するオンサイト

サービス、データエントリー等、広範なサービスの提供に

よって事業を拡大しています。また、今後は一歩進んだ戦

略的アウトソーシング事業にも取り組んでいきます。

■厳しい経営環境の中、顧客対応力を強化 ■4つのビジネスモデルで強みを発揮

特集：さらなる成長へ向けて

A
ビジネスモデル 

デジタル機器 
ソフトウエア 

D
ビジネスモデル 

ITサービス 
C

ビジネスモデル 

システム開発 
の一括受託 

B
ビジネスモデル 

ソリューション 
ビジネス 

4つのビジネスモデル
の設定▼
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4. ビジネスモデルD

今期の新しい取り組みとして、社内に点在している制御

系の技術を集約し、ユビキタス時代への対応を加速します。

デジタル機器やネット家電等の組み込みソフトウエアの開

発、製品の評価・検証、製品を活用した監視・制御システ

ムの構築を事業の中核として取り組み、当社の4本目の柱

として事業拡大を図ります。

これらのビジネスモデルは、厳しい競争環境の中で利益の

確保が重要な課題となります。これについては、PM強化本

部でプロジェクトの品質管理とコスト低減を第三者的に厳し

くチェックするなど監査機能を強化しました。同時に、ITサ

ービス事業の拡大に伴い、品質管理の国際基準である

ISO9001：2000の認証登録範囲をITサービス分野まで拡

大しました。

■継続的成長への布石

4つのビジネスモデルを掲げる当社が、将来の継続的な成

長を確かなものとするためには、新たな事業領域を拓くツ

ールが必要となります。その第一は、自社開発した業務ソリ

ューション「WonderWeb」シリーズです。すでに東急建設

株式会社様との業務提携により顧客情報の一元管理を標準化

した建設関連企業向け製品を販売、また流通・小売業向け

CRM製品などを開発しています。今後も「WonderWeb」

の活用を広げ、組み立て型製造業向けにERP（業務統合ソフ

ト）とSCMを連動させたソリューションの提供を推進してい

きます。

第二は、グローバル展開としての中国ビジネスの強化です。

当社は、平成3年以来の豊富な中国企業との事業提携を活か

して、ソフト開発分野で中国の高い技術を活用しコスト低減

を図るとともに、中国国内の有力ソフトハウスとの協業体制

を確立しております。昨年8月には、上海市場での受注拡大

を狙いに100%子会社の創注（上海）信息技術有限公司を設

立しました。今年度は、中

国における日本企業からの

ソフトウエア開発受注とと

もに、オフショア開発を促

進いたします。

このように企業成長への

布石を確実に打ちながら、

事業構造の改革を進めるた

め今年2月に取締役会のスリ

ム化と執行役員制度の導入

を実施しました。これは、

経営における意思決定の迅

速化と監督機能の強化、事

業計画の確実な執行などを

狙いとするものです。

また、構造改革に向けた

新しい企業文化を創造する

ために、3つの委員会（顧客創造委員会、QCD向上委員会、

経費削減委員会）を発足しました。

ユビキタス時代にITサービス業界で持続的成長を図るに

は、新たな発想とそれを実現する技術力が不可欠です。その

ためには人を鍛えるしかありません。人材投資は直ぐに効果

は表れませんが、5年先、10年先の会社の隆盛を考えると、

いま人材への投資と教育に注力することが最も大切だと思っ

ています。

時代への新たな飛躍を目指す

代表取締役社長

宮原 隆三



創注力(受注)：営業力、提案力の強化 

システム構築：PM(プロジェクトマネジメント)力の強化 

ITサービスの拡大 

社内インフラ整備 

中国の活用 

CECのこの１年の動き CECのこの１年の動き 平成15年 3月 2月 

ソリューション営業本部設置 
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当期の概況

当期におけるわが国のソフトサービス産業

は、前年から続く低迷傾向の中で業界の構造変

動がさらに鮮明となり、顧客からの価格低減要

求と技術力や提案力による業者選別が一段と強

まる厳しい状況で推移いたしました。

このような状況の中、当社は、従来の事業形

態の延長では成長が望めないと判断し、派遣型・

作業請負型から一括受託型の取引形態へビジネ

スモデルを転換することにより、さらなる発展

を期すことができる好機ととらえ、前期に引き

続き事業構造の変革に努めてまいりました。

特に、当社のサービスに独自の付加価値をつ

けることを重視し、個性あるサービスを、確実

な品質で納期を厳守し、低価格化を推進する改

革に向けた諸施策を実施してまいりました。そ

の一環として、お客様に密着したサポートとサ

ービスの向上を目的として、平成15年4月に

渋谷区恵比寿に本社事務所を移転し、8月には

ソフトウエア開発費のコストダウンと中国市場

開拓を目的に中国上海市に「創注（上海）信息

技術有限公司」を設立いたしました。

また、当社のビジネスモデルに応じた組織再

編と新たなビジネス分野を担う部門の新設を行

い、構造改革に向けた体制を整えるとともに、

プロジェクトマネジメント力を強化する専任部

署の設置やISO9001の全社取得など、品質と

生産性の向上を図りました。

しかしながら、連結売上高は408億8千2百

万円、前期比4億7千6百万円（1.2%）の減と

なりました。また、損益面におきましては、構

造改革に向けた投資ならびに不良資産の廃却・

不採算案件の発生などにより、連結経常利益は

25億4千万円、前期比13億5千5百万円

（34.8%）の減となりました。しかしながら、

8月に認可された厚生年金基金代行返上に係る

特別利益16億7千5百万円を計上したことに

より、連結当期純利益は22億6千9百万円、

前期比1億1千6百万円（5.4%）の増とするこ

とができました。

単独決算で見ますと、売上高は340億7百万

円、前期比4億5千万円（1.3%）の減、経常利益

は21億4千8百万円、前期比13億1千3百万円

（37.9%）の減、当期純利益は20億7千9百万

円、前期比2億円（10.7%）の増となりました。



平成16年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 1月 12月 

シーイーシーデータセンターと都内2箇所を1Gビット/秒の高速回線で結ぶ 

新オフィス開設(恵比寿) 新社内情報システム運用開始 

ソリューションビジネス本部設置 

PM強化本部設置 

100%出資子会社　創注(上海)信息技術有限公司を設立 

ISO9001：2000認証の全社取得 

[プロフェッショナルサービス] 
ソフトウエア開発に関する技術的な支援サービス、商品検証
サービス等の業績が寄与し、売上高は86億4千2百万円、前
期比21億2千6百万円（32.6%）の増となりました。  
[アウトソーシングサービス] 
大手顧客の事業撤退による契約終了の影響を受けて、売上
高は66億9千6百万円、前期比16億4千9百万円（19.8%）
の減となりました。  
[パッケージ] 
メインフレーム系製品の売上が減少し、売上高は14億4千6
百万円、前期比4億3千4百万円（23.1%）の減となりました。 

企業の情報化投資抑制の影響を受けましたが、売上高は167
億8千6百万円、前期比4千1百万円（0.3%）の増となりました。 

当期売上高 
408億8千2百万円 

セグメント別売上高構成比 

21.1％ 

16.4％ 

3.6％ 

主要顧客における情報化投資の
先送りや低価格化競争の激化な
どにより、受注環境が悪化しまし
た。その結果、売上高は239億
3千4百万円、前期比5億2千8
百万円（2.2%）の減となりました。 

ソフトウエア開発事業 

239億3千4百万円 
構成比58.5％ 

167億8千6百万円 
構成比41.1％ 

1億6千1百万円 
構成比0.4％ 

情報システムサービス事業 
 

その他 
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当業界におきましては、ソフトウエア開発における上

流工程の人材不足と下流工程の要員過剰感はますます強

まるとともに、顧客要請への対応力の有無により、企業

間格差は著しく拡大するものと思われます。

このような経営環境の中で、当社は、2年間かけて行っ

てきた事業構造改革をさらに徹底して推進し、その成果を

出すべく事業を展開してまいります。

特に、成長が著しい情報家電の組み込みソフトなどの

デジタル機器ソフトウエア分野に取り組み、新しいビジ

ネスモデルの確立を図るとともに、主力製品である

「WonderWeb」を用いたソリューションビジネスを自社

ブランドとして積極的に展開してまいります。

また、付加価値の高い事業を拡大するために、顧客の

経営課題を解決する商品開発やシステム要員の受け入れ

までを含めた戦略的アウトソーシングに向けた社内イン

フラの整備を行ってまいります。

さらには、事業の発展に不可欠である人材教育にも、

引き続き努めてまいります。

セグメント別の概況（連結）

●会社が対処すべき課題



取締役会 

旧体制 新体制 

代表取締役会長 
代表取締役社長 
取締役 

取締役会 

代表取締役会長 
代表取締役社長 
取締役 

執行役員 

経営判断と業務執行の分離 
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当社は、平成16年1月23日開催の取締役会において、
これまでの取締役12名を7名に減らすとともに、2月1
日付で執行役員制度を導入することを決議しました。こ
れは、急速に変化する経営環境に的確に対応するため、
取締役会は経営の意思決定の迅速化、監督機能の強化な
ど経営機能に専心、業務執行権限を執行役員へ委譲し執

行責任を明確にし、事業構造改革を迅速に進めることを
目的としています。
執行役員は、取締役会で選任され、各々が担当する事

業及び業務領域において、取締役会が決定した経営方針
に従って業務を執行する責任を負います。執行役員の任
期は、取締役同様1年です。

スピード経営と確実な業務執行へ向け、
執行役員制度を導入

事業構造改革を推進し、今期の事業目標を達成するた
めに、2月1日付で下記の3委員会を設置しました。
1. 顧客創造委員会
受注及び売上を拡大するため、既存顧客の深耕、ター
ゲット顧客取引の拡大、個性ある商品開発による新規
顧客の獲得等により、顧客創造活動を推進する委員会
です。

2. QCD向上委員会
Quality（品質向上）、Cost（費用削減）、Delivery（納期
厳守）を徹底、当社の収益力向上の基礎を固めるととも
に、顧客満足度の向上を図る委員会です。

3. 経費削減委員会
コスト削減運動としてあらゆる発生経費の構造の見直
しを全社的に進めて無駄を排除し、収益の増加を図る
委員会です。

事業目標の達成を目指し、3つの委員会を設置

近年、お客様の経営戦略における情報システムの
重要度の増大に伴い、QCDへのニーズが非常に高
まっています。当社は、このニーズに対応して品質
管理強化の一環としてISO9001：2000認証
（1996年にISO9001：1994を取得、2002年
にISO9001：2000に移行）を全社に拡大するとと
もに、登録活動範囲にITサービス分野を追加しまし

た。これによりすべての事業分野でお客様
に信頼いただける質の高い製品・サービス
の提供を進めていきます。
［登録活動範囲］
顧客要求仕様に基づく受託ソフトウエア

製品の設計・開発・製造及び保守、製品評
価ならびに情報サービス。

TOPICS

ISO9001：2000認証の全社取得と、ITサービス分野へ登録範囲を拡大



●総資産 ●株主資本 ●1株当たり当期純利益 

●営業利益 ●経常利益 ●当期純利益 

連結 単体 単位：百万円 

単位：円 

平成12年1月期 

平成13年1月期 

平成14年1月期 

平成15年1月期 

平成16年1月期 

●売上高 ●連結セグメント別売上高構成比 

プロフェッショナルサービス アウトソーシングサービス パッケージ 
ソフトウエア開発事業 その他の事業 情報システムサービス事業 

161

34,244 23,238 10,851 154

12,134 143

15,417 164

16,744 151

16,786

4,394 5,142 1,313

25,009

5,187 5,411 1,535

26,096

6,505 7,157 1,754

24,463

6,516 8,346 1,881

23,934

8,642 6,696 1,446

29,006

37,286
31,255

41,679
35,049

41,359
34,457

40,882
34,007

平成12年1月期 

平成13年1月期 

平成14年1月期 

平成15年1月期 

平成16年1月期 

2,762
2,531

3,148
2,691

3,586
3,242

3,725
3,371

平成12年1月期 

平成13年1月期 

平成14年1月期 

平成15年1月期 

平成16年1月期 

2,815
2,545

3,386
2,836

3,784
3,343

3,895
3,462

2,380
1,995

平成12年1月期 

平成13年1月期 

平成14年1月期 

平成15年1月期 

平成16年1月期 

1,090
1,107

1,496
1,253

253
56

2,152
1,878

2,269
2,079

2,540
2,148

平成12年1月期 

平成13年1月期 

平成14年1月期 

平成15年1月期 

平成16年1月期 

23,484
22,198

25,072
23,379

30,010
27,726

30,339
27,893

30,461
27,771

平成12年1月期 

平成13年1月期 

平成14年1月期 

平成15年1月期 

平成16年1月期 

15,648
16,318

16,789
17,218

16,651
16,887

18,359
18,327

20,120
19,908

平成12年1月期 

平成13年1月期 

平成14年1月期 

平成15年1月期 

平成16年1月期 

60.39
61.36

79.62
66.66

13.50
2.98

114.51
99.91

118.94
108.75

平成12年1月期 

平成13年1月期 

平成14年1月期 

平成15年1月期 

平成16年1月期 

財務ハイライト
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CEC第３６期事業報告書 連結財務諸表9

連結財務諸表
連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成15年1月31日現在）

当連結会計年度
（平成16年1月31日現在）

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

たな卸資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

土地

その他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

資産合計

17,363,711

4,401,194

9,556,187

2,320,104

182,381

923,605

△ 19,763

12,976,206

8,104,902

5,043,470

2,612,545

448,886

267,201

4,604,103

1,114,630

2,237,616

1,398,105

△ 146,250

30,339,917

＜資産の部＞

17,182,039

4,722,805

9,106,829

2,602,088

276,125

485,358

△ 11,167

13,279,449

8,017,719

4,851,418

2,612,545

553,754

531,235

4,730,495

2,001,547

1,460,692

1,433,135

△ 164,880

30,461,489

（千円未満切捨表示）

前連結会計年度
（平成15年1月31日現在）

当連結会計年度
（平成16年1月31日現在）

7,283,076

3,212,349

1,369,360

960,390

337,628

1,403,347

4,558,873

450,780

3,685,618

422,475

11,841,950

138,495

6,586,000

6,415,030

5,417,071

△ 58,357

△ 173

△ 98

18,359,472

30,339,917

＜負債の部＞

7,045,632

3,365,781

1,193,260

601,935

347,555

1,537,099

3,143,298

392,520

2,361,738

389,040

10,188,930

152,273

6,586,000

6,415,030

7,192,214

234,883

△ 8,411

△ 299,432

20,120,285

30,461,489

（千円未満切捨表示）

流動負債

支払手形及び買掛金

短期借入金

未払法人税等

賞与引当金

その他

固定負債

長期借入金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

負債合計

＜少数株主持分＞

少数株主持分

＜資本の部＞

資本金

資本剰余金

利益剰余金

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

自己株式

資本合計

負債・少数株主持分・資本合計

（注）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　 4,407,559千円　　　 3,990,582千円

期
科　目

期
科　目



連結損益計算書

当連結会計年度
自平成15年2月 1 日
至平成16年1月31日（ ）

前連結会計年度
自平成14年2月 1 日
至平成15年1月31日（ ）

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主利益

当期純利益

41,359,252

32,219,743

9,139,508

5,414,152

3,725,355

226,583

56,730

3,895,209

8,841

117,383

3,786,667

1,740,860

△ 126,046

19,027

2,152,825

40,882,275

33,576,862

7,305,412

4,924,495

2,380,917

178,088

18,930

2,540,075

1,684,238

214,739

4,009,573

1,243,717

479,442

17,264

2,269,150

（千円未満切捨表示）

CEC第３６期事業報告書連結財務諸表 10

連結剰余金計算書

当連結会計年度
自平成15年2月 1 日
至平成16年1月31日（ ）

前連結会計年度
自平成14年2月 1 日
至平成15年1月31日（ ）

＜資本剰余金の部＞

資本剰余金期首残高

資本剰余金期末残高

＜利益剰余金の部＞

利益剰余金期首残高

利益剰余金増加高

利益剰余金減少高

利益剰余金期末残高

6,415,030

6,415,030

3,665,188

2,152,825

400,942

5,417,071

6,415,030

6,415,030

5,417,071

2,269,150

494,007

7,192,214

（千円未満切捨表示）

連結キャッシュ・フロー計算書

当連結会計年度
自平成15年2月 1 日
至平成16年1月31日（ ）

前連結会計年度
自平成14年2月 1 日
至平成15年1月31日（ ）

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

429,523

△ 697,855

△ 318,755

―

△ 587,087

4,928,534

4,341,447

（千円未満切捨表示）

2,537,810

△ 1,244,332

△ 947,218

△ 5,754

340,504

4,341,447

4,681,951

期
科　目

期
科　目

期
科　目



CEC第３６期事業報告書 単体財務諸表11

単体貸借対照表

前　期
（平成15年1月31日現在）

当　期
（平成16年1月31日現在）

14,962,250

4,053,876

87,587

8,219,445

1,529,428

133,148

955,127

△ 16,362

12,931,499

7,606,261

4,732,355

2,383,494

490,410

257,226

220,305

36,920

5,068,012

549,459

1,582,960

89,983

－

629,779

1,824,236

473,842

△ 82,250

27,893,750

＜資産の部＞

14,459,997

4,076,083

104,749

7,682,989

1,494,928

217,003

892,250

△ 8,006

13,311,977

7,518,130

4,538,116

2,383,494

596,518

522,320

485,948

36,371

5,271,526

1,380,679

1,652,960

112,490

59,700

650,770

1,031,800

466,526

△ 83,400

27,771,975

（千円未満切捨表示）

前　期
（平成15年1月31日現在）

当　期
（平成16年1月31日現在）

5,820,195

3,146,686

384,700

840,620

222,426

1,225,762

3,746,344

67,200

3,287,523

391,621

9,566,539

6,586,000

6,415,030

6,415,030

5,383,738

300,783

2,865,733

95,963

59,769

2,710,000

2,217,221

△ 57,459

△ 98

18,327,210

27,893,750

＜負債の部＞

5,484,042

3,243,059

319,200

474,282

234,445

1,213,056

2,379,035

48,000

1,961,170

369,865

7,863,077

6,586,000

6,415,030

6,415,030

6,972,663

300,783

4,257,747

99,441

48,306

4,110,000

2,414,132

234,636

△ 299,432

19,908,897

27,771,975

（千円未満切捨表示）

流動負債

買掛金

短期借入金

未払法人税等

賞与引当金

その他

固定負債

長期借入金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

負債合計

＜資本の部＞

資本金

資本剰余金

資本準備金

利益剰余金

利益準備金

任意積立金

プログラム等準備金

特別償却準備金

別途積立金

当期未処分利益

株式等評価差額金

自己株式

資本合計

負債及び資本合計

単体財務諸表

流動資産

現金及び預金

受取手形

売掛金

たな卸資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物

土地

その他

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資有価証券

子会社株式

出資金

子会社出資金

保証金・敷金

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

資産合計

（注）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　 4,156,318千円　　　 3,753,505千円

期
科　目

期
科　目
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単体損益計算書

当　期
自平成15年2月 1 日
至平成16年1月31日（ ）

前　期
自平成14年2月 1 日
至平成15年1月31日（ ）

（千円未満切捨表示） 利益処分

当　期
（平成16年4月23日）

前　期
（平成15年4月22日）

当期未処分利益

任意積立金取崩額

プログラム等準備金取崩額

特別償却準備金取崩額

計

これを次の通り処分いたします。

利益配当金

役員賞与金

（うち監査役賞与金）

任意積立金

プログラム等準備金

別途積立金

計

次期繰越利益

2,217,221

24,103

12,640

11,462

2,241,325

225,598

（1株につき12円00銭）

79,300

（2,000）

1,416,118

16,118

1,400,000

1,721,016

520,308

2,414,132

24,159

12,696

11,462

2,438,291

185,405

（1株につき10円00銭）

52,150

（1,400）

1,700,645

645

1,700,000

1,938,201

500,090

（千円未満切捨表示）

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

前期繰越利益

中間配当額

当期未処分利益

34,007,341

28,060,054

5,947,287

3,952,277

1,995,009

159,453

5,515

2,148,948

1,683,701

193,368

3,639,281

1,054,119

505,932

2,079,229

520,308

185,405

2,414,132

利益配分に関する基本方針としては、長期的展望に立ち、
内部留保の確保と今後の経営環境及び配当性向等を総合的
に勘案し、配当維持を目指しております。
なお、内部留保資金につきましては、先進技術等の研究
開発、事業推進を円滑にするためのインフラ整備等の事業
投資に充当し、経営基盤強化に努めてまいります。
当期（第36期）の利益配当金は、中間配当として1株当
たり10円を実施し、上記方針及び当期の業績等を勘案し、
期末配当も1株当たり10円とし、年間では20円の配当とさ
せていただきました。

利益配分に関する基本方針

（注）1．平成15年10月3日に1株につき10円00銭の中間配当を実施いたしました。
2．利益配当金は、自己株式（当期259,401株、前期101株）の配当金を除いております。

34,457,590

26,653,988

7,803,601

4,432,591

3,371,010

133,524

42,037

3,462,497

5,975

151,724

3,316,748

1,580,318

△ 141,874

1,878,304

489,316

150,399

2,217,221

期
科　目

期（株主総会承認日）
項　目
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会 社 の 概 要

●商号

●設立

●資本金

●決算期

●従業員数

Computer Engineering & Consulting, Ltd.

昭和43年2月24日

65億8千6百万円

1月31日

1,545名

●主な事業所

本社事務所

さがみ野システムラボラトリ（本店）

宮崎台システムラボラトリ

大分システムラボラトリ

トヨタ事業本部（名古屋）

西日本事業本部（名古屋）

西日本事業本部（大阪）

西日本事業本部（福岡）

その他事業所

〒150-0022

〒228-8567

〒216-0033

〒873-0008

〒460-0008

〒460-0008

〒532-0003

〒812-0024

仙台、千葉、沼津、富山、豊田、京都、長崎

（平成16年1月31日現在）

西日本事業本部（福岡） 

大分システムラボラトリ 

西日本事業本部（大阪） 

トヨタ事業本部（名古屋） 
西日本事業本部（名古屋） 

さがみ野システムラボラトリ（本店） 

 

宮崎台システムラボラトリ 

 

本社事務所 

さがみ野システムラボラトリ（本店）

連結対象子会社

持分法適用会社

創注（上海）信息技術有限公司※

富士通ミドルウェア株式会社
株式会社富士通大分ソフトウェアラボラトリ
上海宝希計算機技術有限公司

※平成15年8月1日付設立。

250
160
100
100
50
50
30

50万米ドル

200
120

60万米ドル

社名 資本金（百万円）

83.2
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0 
100.0
100.0 

20.0
20.0
30.0

議決権比率（％）

ソフトウエア開発
データエントリー
情報システムサービス
人材派遣業
システム保守・運用
情報システムサービス
ソフトウエア開発
ソフトウエア開発

パッケージソフト開発、販売
ソフトウエア開発
ソフトウエア開発

事業内容

東京都渋谷区恵比寿南1－5－5 JR恵比寿ビル

神奈川県座間市東原5－1－11

神奈川県川崎市宮前区宮崎2－9－16

大分県杵築市大字熊野字大平21－1

名古屋市中区栄2－2－5 電気文化会館

名古屋市中区栄2－2－12 名古屋都市整備公社伏見ビル

大阪市淀川区宮原3－5－24 新大阪第一生命ビル

福岡市博多区綱場町2－21 福岡MDビル
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●役員及び執行役員（平成16年4月23日現在）

株 式 の 状 況 （平成16年1月31日現在）

＜役員＞

取締役会長（代表取締役）

取締役社長（代表取締役）

取締役

取締役（執行役員）

取締役（執行役員）

取締役（執行役員）

取締役（執行役員）

取締役（執行役員）

常勤監査役　　　　

監査役

監査役

＜執行役員＞

執行役員　　　　　　　　　

執行役員　　　　　　　　　

執行役員　　　　　　　　　

執行役員　　　　　　　　　

執行役員　　　　　　　　　

執行役員　　　　　　　　　

執行役員　　　　　　　　　

執行役員　

●会社が発行する株式の総数

●発行済株式総数

●株主数

●大株主

●株主数比率 ●株式数比率

40,000,000株

18,800,000株

5,178名

ミツイワ株式会社

富士通株式会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

岩崎宏達

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本フォーサイト電子株式会社

シーイーシー従業員持株会

バンクオブバミユーダガンジースペシャルアカウント
エクスクルーシブベネフイツトクライアンツ

モルガンスタンレーアンドカンパニーインク

株式会社UFJ銀行

株主名 持株数（株） 議決権比率（％）

金融機関　56名（1.08％） 

証券会社　26名（0.50％） 

その他法人　98名（1.90％） 

外国法人　41名（0.79％） 

個人・その他 
　4,957名 
　（95.73％） 

個人・その他　 
7,693,171株 
（40.92％） 

金融機関　 
4,336,500株 
（23.07％） 

証券会社　 
180,600株 
（0.96％） 

その他法人　 
5,187,380株 
（27.59％） 外国法人　 

1,402,349株 
（7.46％） 

岩崎　宏達

宮原　隆三

浜島　博臣

新野　和幸

林　　孝重

杉本　文雄

芳武　　治

橋村　清海

中原　英雄

藤本　昭穂

長濱　　毅

秋野　信治

古川　安男

関　　五郎

川端　準治

川　宏一

田原富士夫

河田　元春

木根　博治

1,968,600

1,680,000

1,001,900

938,200

758,800

755,480

421,400

330,000

328,000

288,000

10.62

9.06

5.40

5.06

4.09

4.07

2.27

1.78

1.77

1.55

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



〒150-0022　東京都渋谷区恵比寿南1-5-5　JR恵比寿ビル 
TEL.03-5789-2441（代表） 

Web Information

地球環境に配慮した大豆油 
インキを使用しています 

株主・投資家の皆様に対して、企業

情報や財務情報をはじめとして、

積極的に情報開示を行っています。

また、当社の事業活動や動向が紹

介されています。当社をよりご理

解いただくためにも、ぜひアクセス

して下さい。

http://www.cec-ltd.co.jp

トップぺ－ジ

IRぺ－ジ

決算期

定時株主総会

配当金の受領株主確定日

基準日

名義書換代理人

同事務取扱所

同取次所

１単元の株式数

上場証券取引所

会計監査人

公告掲載紙

毎年1月31日

毎年4月

利益配当金　毎年1月31日
中間配当金　毎年7月31日

毎年1月31日
（そのほか必要のある場合は、あらかじめ公告します）

〒100-0005 東京都千代田区丸の内一丁目4番3号
UFJ信託銀行株式会社

〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電　話 03-5683-5111（代表）

UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

100株

東京証券取引所市場第一部（証券コード9692）

中央青山監査法人

日本経済新聞

当社は決算公告に代えて、貸借対照表ならびに損益計算書を当社のホームページ
http://www.cec-ltd.co.jp/ir/index.html
に掲載しております。

●株主メモ


